
本書の使い方 
 

「監査論短答肢別チェック」は，短答式本試験対策として最適な問題集です。この問題集を

繰り返し解くことで，自然に一肢（あし）ごとの正誤判断を素早く，正確に行うことができる

ようになると同時に，復習に時間をかける必要のある分野や論点を明確にすることができます。 

 

本書においては，テキストレベル（Ａランク）の基本的な問題を掲載しております。法律関

係等，一部Ｂランクの問題も掲載しておりますが，テキストレベルの問題が大部分を占めてい

ます。 

公認会計士試験においては，細かい知識が問われることがありますが，必ずしもそれらに対

応できるようにすることが合格へつながるとはいえません。細かい知識を多くおさえても，テ

キストレベルの知識があいまいでそれらに関する問題で失点してしまっていては，合格は遠の

きます。まずは，テキストレベルの知識を正確におさえ，それらの知識に関する問題で安定し

た点数を稼げるようにし，可能な範囲で細かい知識をおさえることが正しい学習方針です。 

よって，本書に掲載されているＡランクの問題は，可能な限り早く知識をおさえ，それを維

持するようにしてください。なお，Ｂランクについては，概ねテキストレベルを超えているも

のとなりますので，Ａランクの問題に関する知識がおさえられるまで，確認する必要はありま

せん。 

 

また，本書の巻末には，簡易的な出題実績を掲載しております。監査論の短答式試験におい

ては，必ず出題される分野が一定数存在します。巻末にて当該頻出分野を確認し，その分野を

苦手とすることがないよう，繰り返し取り組んでください。 

 

監査論肢別チェックを，効果的かつ効率的にご利用いただければ，必ずや合格の栄冠を勝ち

取っていただけるでしょう。皆様の合格を祈念しております。 

2025年12月 

大原簿記学校 監査論科スタッフ 
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第１節 監査とは 

・ 該当する問題なし 

 

第２節 監査の分類 

Ａ １ 財務諸表監査における監査対象は企業の公表する財務諸表であるから、財務諸表作成上の経営者

の判断・見積り、財務諸表作成の基礎となった会計記録やその作成に関する行為・取引事実は調査

の対象とはならない。 

 

 

Ａ ２ 財務諸表の適否について意見を表明するためには、それに関連する取引等を調査する必要がある。

よって、財務諸表の監査は、実態監査であるといえる。 

 

 

第３節 公認会計士の監査領域 

Ａ １ 任意監査も含め、財務書類の監査証明業務は、公認会計士の独占業務である。 

 

第４節 財務諸表の監査の必要性 

Ａ １ 財務諸表監査が必要な理由の４つのうち、最も重要なのは、利害の対立である。 

 

Ａ ２ 財務諸表監査が必要な理由の一つとして挙げられる利害の対立は、それ単独で監査を必要とさせ

るものである。 

 

第５節 財務諸表の監査の機能 

Ａ １ 財務報告は、企業の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する情報を財務諸表

の利用者に提供することを目的とする。監査人は、財務諸表の適正表示に関する意見を表明するこ

とで、企業の財政状態、企業活動の有効性や効率性等について保証を与えることになる。 

 

Ａ ２ 内部統制の不備を発見した場合、指導機能を発揮して被監査会社にその改善を求めることは、実

態監査の領域であるから、財務諸表の監査を担当する監査人は行ってはならない。 

 

 

 

Ａ ３ 財務諸表監査には、財務諸表とそのもととなった会計処理を批判的に検討する機能及び当該会計

処理に対し助言する機能があるが、被監査会社の会計システムの構築支援を行うことは、後者の機

能に該当する。 
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Personal-Date-Check 
 

第１節 監査とは 

 

 

第２節 監査の分類 

１： 【×】 対象とはならない → 対象となる 

監査人は、財務諸表の適否に関する意見を表明するために、財務諸表作成上の経営者の判

断・見積り、財務諸表作成の基礎となった会計記録やその作成に関する行為・取引事実を調

査対象とする。上巻p.15 

 

２： 【×】 実態監査とはいえない。 

財務諸表監査は、財務諸表の適否について意見を表明するため、たとえその過程で取引行

為等を調査したとしても情報監査であり、実態監査ではない。上巻p.15 

 

第３節 公認会計士の監査領域 

１： 【○】 正しい。上巻p.17 

 

第４節 財務諸表の監査の必要性 

１： 【○】 正しい。上巻p.19 

 

２： 【×】 単独で監査を必要とさせるものではなく、複数の理由が相互に作用することにより監査へ

の需要を作り出す。 上巻p.19 

 

第５節 財務諸表の監査の機能 

１： 【×】 財務諸表監査の監査意見は、企業の財政状態、企業活動の有効性や効率性等について保証

したりするものではない。（監基報200Ａ１項）令和２年第Ⅰ回本試験 上巻p.20 

 

 

２： 【×】 実態監査と情報監査は、何を監査意見の対象とするかどうかで区別される。したがって、

内部統制の不備につき被監査会社にその改善を要求することが必ずしも実態監査の領域とな

るわけではない。よって、監査人は、内部統制の不備を発見した場合には、被監査会社に改

善を求めることができる。上巻 p.20 

 

３： 【×】 被監査会社の会計システムの構築支援は、監査証明業務において果たされる、会計処理に

対し助言する機能を超えるものであり、非監査証明業務に該当する。（独立性に関する法改正

対応解釈指針第４号第５項（２）①）平成 31 年第Ⅱ回本試験 上巻 p.20 



 

 

- 12 - 

Ａ ４ 監査人は、内部統制の構築段階において、経営者との意見交換及び内部統制の構築に関する指摘

を行ってはならない。 

 

 

Ａ ５ 資本市場における財務諸表監査の目的は、企業の財務内容に関する情報を提供することではなく、

当該情報の信頼性を担保することである。 

 

 

Ｂ ６ 公認会計士による財務諸表監査の制度は、企業内容に関する情報を提供することを第一義的な目

的とするものではないが、財務諸表の信頼性を担保することにより、企業による財務状況の的確な

把握と適正な開示を確保し、適正・円滑な経済活動を支えるインフラストラクチャーとしての役割

を担っている。 

 

Ｂ ７ 公認会計士監査は，財務情報の信頼性を担保する役割があるが，その過程で発見した内部統制の

不備や不正行為の是正を促す機能を有することから，コーポレート・ガバナンスを支援するという

役割も有している。 

 

第６節 監査の固有の限界 

Ａ １ 監査の固有の限界は、財務報告の性質、監査手続の性質、監査を合理的な期間内に合理的なコス

トで実施する必要性を原因として生じる。 

 

Ａ ２ 監査人は、財務諸表に対して絶対的な程度の信頼性の保証を付与することができない。これは、

財務諸表の特性や監査の固有の限界に起因する。 

 

Ａ ３ 取引数が少なく精査を行うことが可能であり，かつ，財務諸表に見積りの要素が含まれていなけ

れば，監査人は，財務諸表の適正性について，絶対的な保証を与えることができる。 

 

Ａ ４ 監査を合理的な期間内に合理的なコストで実施する必要性など、財務諸表監査には固有の限界が

あるため、監査人が結論を導き、意見表明の基礎となる監査証拠の大部分は、絶対的というより心

証的なものとなる。 

 

Ａ ５ 一部の財務諸表項目には、財務諸表項目の残高に影響を与える固有の変動要因があり、その影響

は、追加的な監査手続を実施してもなくすことができない。 
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Personal-Date-Check 
 

４： 【×】 監査人は、内部統制の構築段階において、経営者との意見交換及び内部統制の構築に関す

る指摘を行うことができる。（財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準Ⅲ

２）令和６年第Ⅱ回本試験 上巻 p.20 

 

５： 【○】 正しい。企業に関する情報を提供する責任を負うのは経営者であり、監査人による意見の

表明は、財務諸表に対する信頼性を担保するために行われる。平成 31 年第Ⅱ回本試験 上巻

p.20・25 

 

６： 【○】 正しい。（監査基準の改訂について（平成 14年）一１）令和４年第Ⅰ回本試験 

 

 

 

 

７： 【○】 正しい。令和５年第Ⅱ回本試験 

 

 

 

第６節 監査の固有の限界 

１： 【○】 正しい。上巻p.22～24 

 

 

２： 【○】 正しい。（監基報 200Ａ44 項）平成 31 年第Ⅱ回本試験 上巻 p.22 

 

 

３： 【×】 監査人は，財務諸表の適正性について，絶対的な保証を与えることはできない。（監査基準

報告書 200Ａ44 項）令和６年第Ⅰ回本試験 上巻 p.22 

 

４： 【○】 正しい。（監基報 200Ａ44 項）平成 31 年第Ⅰ回本試験 上巻 p.22 

 

 

 

５： 【○】 正しい。（監基報 200Ａ45 項）令和７年第Ⅰ回本試験 上巻 p.22 
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Ａ ６ 監査人は、関連する全ての情報を入手したという保証を得るための監査手続を実施することによ

り、情報の網羅性について確信を持つことができる。 

 

Ａ ７ 監査証拠を入手するために実施する監査手続は、意図的な虚偽表示を発見するために有効でない

ことがあるが、監査人は、記録や証憑書類の鑑定の技能を習得した専門家でもあるので、入手した

監査証拠の正当性を判断することができる。 

 

Ａ ８ 監査手続の実施が容易でないこと、又は実施の時期や費用の問題は、監査人が代替手続のない監

査手続を省略したり、心証を形成するに至らない監査証拠に依拠したりする理由となる。 

 

 

Ａ ９ 監査人は、監査を合理的な期間内に合理的な費用で実施しなければならないが、適切な監査計画

を策定することにより、監査実施のための十分な時間と資源を利用できるようになる。 

 

第７節 二重責任の原則 

Ａ １ 二重責任の原則とは、経営者が負う財務諸表の作成責任と、当該財務諸表の適正表示に関する意

見表明に対する監査人の責任を明確に区別する原則をいう。 

 

Ａ ２ 監査人は、財務諸表の作成について経営者が新しい会計基準の適用に関する助言を求めてきた場

合、二重責任の原則に反しなければ、助言の要請に応じることができる。 

 

Ａ ３ 経営者に対し、財務諸表の作成に関する命令を与えることも監査人の指導機能に含まれる。 

 

 

 

Ａ ４ 監査人が、財務諸表監査の実施過程において発見した財務諸表上の不適切な事項について、経営

者に対し訂正を勧告し、経営者が勧告を受け入れた場合、訂正された表示に関しては、監査人が責任

を負う。 

 

Ａ ５ 監査人による指導機能の発揮は、二重責任の原則に反するものであるが、経営者と監査人が協力

して、真実かつ公正な財務諸表を利害関係者に提供するという財務諸表の監査制度の目的を果たすた

めに必要とされている。 
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Personal-Date-Check 
 

６： 【×】 監査人は、関連する全ての情報を入手したという保証を得るための監査手続を実施しても、

情報の網羅性について確信を持つことはできない。（監基報200Ａ46項） 上巻p.23 

 

７： 【×】 監査人は、記録や証憑書類の鑑定の技能を習得していないし、そのような鑑定の専門家で

あることも期待されていない。（監基報200Ａ46項）令和７年第Ⅰ回本試験 上巻p.23 

 

 

８： 【×】 監査手続の実施が容易でないこと、又は実施の時期や費用の問題は、監査人が代替手続の

ない監査手続を省略したり、心証を形成するに至らない監査証拠に依拠したりする理由とは

ならない。（監基報 200Ａ47 項） 上巻 p.24 

 

９： 【○】 正しい。（監基報 200Ａ47 項）令和７年第Ⅰ回本試験 上巻 p.24 

 

 

第７節 二重責任の原則 

１： 【○】 正しい。（監基報（序）付録５）上巻p.25 

 

 

２： 【○】 正しい。上巻 p.25 

 

 

３： 【×】 命令を与えることはできない 

財務諸表の作成責任は経営者が負っており、監査人は財務諸表の修正等について命令を与

えることはできない。 上巻p.25 

 

４： 【×】 監査人による訂正の勧告を経営者が受け入れた場合でも、訂正された表示も含めて、財務

諸表に責任を負うのは、経営者である。平成 31 年第Ⅱ回本試験 上巻 p.25 

 

 

５： 【×】 二重責任の原則に反しない 

指導機能とは、被監査会社が適正な財務諸表を作成し公表できるよう、監査人が発見した

会計処理の誤りや内部統制の不備等を修正、改善するように被監査会社に対して必要な助言

を行い指導する機能であり、財務諸表の作成に関与しない範囲で発揮されるものである。し

たがって、監査人による指導機能の発揮は、二重責任の原則に反しない。 上巻p.25 
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Ａ ６ 財務諸表監査における二重責任の原則とは，経営者と公認会計士が，適正な財務諸表を作成する

責任を分担して負うことを意味するものであり，利用者の意思決定に有用な財務諸表を提供するた

めに必要不可欠な原則である。 

 

Ａ ７ 経営者の責任と監査人の責任が明確に区別されず、財務諸表の作成過程に監査人自身が関与する

ことになれば、監査人の結論の客観性が失われ、監査人による監査が自己監査になるため、これを

防ぐことに二重責任の原則の意義がある。 

 

Ｂ ８ 監査人は、二重責任の原則に抵触しないようにするために、経営者が財務諸表を完成するまでの

間は指導・助言を行ってはならない。 

 

 

 

Ｂ ９ 財務諸表の作成者である経営者とその監査人である公認会計士との間で、責任を分担することを

意味する二重責任の原則は、利用者の意思決定に有用な財務諸表を提供し、財務諸表監査制度の社

会的信頼を得るために必要不可欠な原則である。 

 

Ｂ 10 二重責任の原則は、財務諸表の作成に対する経営者の責任と当該財務諸表に関する監査意見に対

する監査人の責任との区別を求める原則であるが、前者には、会計情報システムの整備又は管理に

関する責任が含まれる。 
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６： 【×】 二重責任の原則とは，経営者の財務諸表作成責任と，監査人の意見表明責任を区別する原

則であり，経営者と公認会計士が，適正な財務諸表を作成する責任を分担して負うわけでは

ない。（監査基準の改訂について（平成 14 年）三１（１））令和５年第Ⅰ回本試験 上巻 p.25 

 

７： 【○】 正しい。令和３年第Ⅰ回本試験 上巻 p.25 

 

 

 

８： 【×】 二重責任の原則との関係で問題になるのは、監査人が経営者に財務諸表を修正するよう強

制することや監査人自身が財務諸表を修正することであり、監査人が指導機能を発揮し、経

営者が適正な財務諸表を作成できるように、財務諸表を完成させる前に助言・指導すること

が問題となるわけではない。平成24年第Ⅱ回本試験 

 

９： 【○】 正しい。令和６年第Ⅱ回本試験 

 

 

 

10： 【○】 正しい。令和７年第Ⅰ回本試験 

 

 

 

 



第２章 

意見表明の対象である 
財務諸表 

 

 

第１節 財務諸表の作成責任 

第２節 財務諸表の作成基準 

第３節 内部統制システム 

 

 



-20- 

第１節 財務諸表の作成責任 

Ａ １ 株式会社において，経営者は株主が拠出した資本を適切に管理・運用する受託責任を負い，この

結果について株主に会計報告を行う。この会計報告に対する公認会計士の監査は，経営者の説明責

任の適切な履行に貢献する。 

 

第２節 財務諸表の作成基準 

・ 該当する問題なし 

 

第３節 内部統制システム 

Ａ １ 内部統制システムは、基本的に、事業経営の有効性及び効率性、財務報告の信頼性を確保するな

どの目的の達成のために経営者のみによって遂行されるプロセスである。 

 

Ａ ２ 内部統制の目的はそれぞれに独立しているが、相互に関連している。 

 

Ａ ３ 誠実性や倫理観は、統制環境と考えられるが、取締役会や監査役等が有する機能は統制環境には

該当しない。 

 

Ａ ４ 内部統制システムを監視する企業のプロセスは、企業の内部統制システムの有効性を評価し、必

要な是正措置を適時に行うための継続的なプロセスであり、日常的監視活動、独立的評価、又はそ

の二つの組合せによって構成される。 

 

Ａ ５ 内部統制は、判断の誤り、不注意、複数の担当者による共謀によって有効に機能しなくなる場合

がある。 

 

Ａ ６ 我が国の内部統制の基本的枠組みは、国際的な内部統制の枠組みである米国のＣＯＳＯ報告書を

基本的に踏襲しているため、両者には相違がない。 
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第１節 財務諸表の作成責任 

１： 【○】 正しい。令和５年第Ⅱ回本試験 上巻p.28 

 

 

 

第２節 財務諸表の作成基準 

・ 該当する問題なし 

 

第３節 内部統制システム 

１： 【×】 内部統制システムは、企業内のすべての者により、整備及び運用されている仕組みである。

（監基報315第11項（12）） 上巻p.29 

 

２： 【○】 正しい。（財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準Ⅰ１（注））上巻p.31 

 

３： 【×】 取締役会及び監査役等の有する機能も誠実性や倫理観と同様、統制環境と考えられる。（財

務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準Ⅰ２（１）①・④） 上巻p.32 

 

４： 【○】 正しい。（監基報315付録３ 10）上巻p.34 

 

 

 

５： 【○】 正しい。（監基報315付録３ 22・23）上巻p.39 

 

 

６： 【×】 相違がない → 相違はある 

我が国の内部統制の基本的枠組みは、ＣＯＳＯ報告書の枠組みを基本的に踏襲しつつも、

我が国の実情を反映し、ＣＯＳＯ報告書の３つの目的と５つの構成要素にそれぞれ１つずつ

加え、４つの目的と６つの基本的要素としている。（財務報告に係る内部統制の評価及び監

査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について二

（１）） 上巻p.31、37 
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Ａ ７ 内部統制の目的を達成するには、全ての基本的要素が有効に機能していることが必要であるが、

それぞれの基本的要素は、内部統制の目的の全てに必要になるというわけではない。 

 

 

Ａ ８ 内部統制は、その目的を達成するための要件が定められており、企業ごとに異なることは認めら

れず、どのように整備・運用するのかについて一律に示されている。 

 

 

Ａ ９ 企業において「ガバナンスに責任を有する者」とは、企業の戦略的方向性と説明責任を果たして

いるかどうかを監視する責任を有する者又は組織をいい、我が国においては、会社法の機関の設置

に応じて、取締役会、監査役若しくは監査役会、監査等委員会又は監査委員会が該当する。 
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７： 【×】 内部統制の目的を達成するためには、全ての基本的要素が有効に機能していることが必要

であり、それぞれの基本的要素は、内部統制の目的の全てに必要になるという関係にある。

（財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準Ⅰ１） 上巻 p.38 

 

８： 【×】 内部統制をどのように整備し、運用するかについては、個々の組織が置かれた環境や事業

の特性等によって異なるものであり、一律に示すことはできず、内部統制は、企業ごとに異

なるものである。 上巻p.40 

 

９： 【○】 正しい。（監基報200第12項（14））令和４年第Ⅰ回本試験 上巻p.39 

 



第３章 

監査主体論、監査基準論 
 

第１節 監査主体論 

第２節 職業倫理 

第３節 一般に公正妥当と認められる監査の基準 
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第１節 監査主体論 

・ 該当する問題なし 

 

第２節 職業倫理 

・ 専門能力及び知識 

Ａ １ 監査人は、職業的専門家として、その専門能力の向上と実務経験等から得られる知識の蓄積に常

に努めなければならない。 

 

Ａ ２ 監査人に求められる専門能力及び実務経験等から得られる知識は、資本市場の国際化、会計処理

の技術的進展、会計基準の高度の専門化などにより、絶えず変化する可能性がある。そのため、監

査人には、こうした能力の維持・研鑽に努め、実務経験を積むことが要求される。 

 

Ａ ３ 監査人に要求される職業的専門家としての専門能力の向上と、実務経験等から得られる知識の蓄

積は、法令によって強制されておらず、日本公認会計士協会が自主的に設けている研修制度によっ

て担保されている。 

 

Ａ ４ 監査人には，その資質の向上が求められ，そのための一つの手段として，日本公認会計士協会が

自主規制として実施してきた継続的専門研修（CPE）があったが，現在は公認会計士法によって継続

的専門能力開発（CPD）制度の研修を受けることが義務付けられている。 

 

Ａ ５ 監査人に求められる職業的専門家としての専門能力とは，財務諸表の適正性についての意見を表

明するために必要な能力を意味し，被監査会社がデータの収集，整理，加工等を行うのに利用して

いる情報技術とシステムに関する基礎的な知識と技術的な能力は求められていない。 

 

・ 独立性 

Ａ １ 監査人は、監査を行うに当たって、常に公正不偏の態度を保持し、独立の立場を損なう利害や独

立の立場に疑いを招く外観を有してはならない。 

 

Ａ ２ 監査人は、監査の実施に当たって、精神的に公正不偏の態度を保持することが求められ、独立性

の保持を最も重視しなければならない。 

 

Ａ ３ 監査人に精神的独立性が要求されるのは、公正な監査意見を表明し、監査の公正性を確保するこ

とによって、財務諸表の監査における証明水準を一定以上に維持・確保し、財務諸表の監査の社会

的信頼性を確保するためである。 
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第１節 監査主体論 

 

 

第２節 職業倫理 

・ 専門能力及び知識 

１： 【○】 正しい。（一般基準１）上巻p.44 

 

 

２： 【○】 正しい。（監査基準の改訂について（平成14年）三２（１））令和２年第Ⅰ回本試験 上

巻p.45 

 

 

３： 【×】 公認会計士法第28条においては、「公認会計士は、内閣府令で定めるところにより、日本

公認会計士協会が行う資質の向上を図るための研修を受けるものとする。」と規定されてお

り、法令によって強制されている。（公認会計士法第28条）平成29年第Ⅱ回本試験 上巻p.44 

 

４： 【○】 正しい。CPE制度は、1998年から任意参加で開始され、2002年から日本公認会計士協会の自

主規制として義務化され、2004年４月から公認会計士法により義務付けられた。そして、2023

年よりCPD制度へと変更された。（公認会計士法第28条）令和６年第Ⅰ回本試験 上巻p.44 

 

５： 【×】 監査人には，情報技術とシステムに関する基礎的な知識と技術的な能力が求められる。（監

査基準の改訂について（平成14年）三７）令和６年第Ⅰ回本試験 上巻p.45 

 

 

・ 独立性 

１： 【○】 正しい。（一般基準２）上巻p.46 

 

 

２： 【○】 正しい。（監査基準の改訂について（平成14年）三２（２））上巻p.46 

 

 

３： 【○】 正しい。上巻p.47 
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Ａ ４ 監査人が有すべき独立性は、一般に精神的独立性と外観的独立性からなるが、外観的独立性が損

なわれれば精神的独立性も失われてしまう可能性がある。 

 

Ａ ５ 監査人は、監査の実施に当たって、独立の立場を損なう特定の利害関係や外観を呈することがあ

ってはならない。その主な理由は、こうした利害関係や外観が、公正不偏の態度に影響を及ぼす可

能性があるからである。 

 

Ａ ６ 公正不偏性と外観的独立性からなる監査人の独立性は、財務諸表監査の最も重要な存立基盤の一

つであり、監査人はその保持に努めなければならない。 

 

Ａ ７ 監査人が，監査の過程で矛盾する監査証拠に直面したが，これまで大きな問題がなかったため，

追加的な監査手続を実施しなかった状況は、精神的独立性の欠如が直接的に認められる状況である。 

 

 

Ａ ８ 監査人が，当初計画していた子会社への往査について，経営者から合理的な理由がないにもかか

わらず往査を拒否されたため，やむをえず，往査を実施しなかった状況は、精神的独立性の欠如が

直接的に認められる状況である。 

 

 

Ａ ９ 監査人は，被監査会社より，当年度の利益目標を達成するために，一部の費用を次年度に繰り延

べたいと相談されたため，次年度に繰り延べることを容認した状況は、精神的独立性の欠如が直接

的に認められる状況である。 

 

Ｃ 10 監査人が有してはならない外観的独立性を損なう利害関係は、法令によって具体的に規定されて

おり、また監査人が有すべき精神的独立性の具体的な判断基準に関しても、法令上規定されている。 

 

 

 

 

Ａ 11 監査人は、独立性を保持することで、他の者からの不当な影響を受けることなく監査意見を形成

することができる。しかしながら、独立性を保持することで、職業的懐疑心が保持される可能性が

高まることはない。 
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４： 【○】 正しい。（一般基準２、監査基準の改訂について（平成14年）三２（３））令和２年第Ⅱ

回本試験 上巻p.48 

 

５： 【○】 正しい。令和３年本試験 上巻p.48 

 

 

 

６： 【○】 正しい。（監査基準の改訂について（平成14年）三２（２））平成31年第Ⅱ回本試験 上

巻p.46 

 

７： 【×】 本肢の状況で追加的な監査手続を実施しないことは，正当な注意を払っていない状況であ

ると言えるため，精神的独立性の欠如が直接的に認められる状況とはならない。令和５年第

Ⅱ回本試験 上巻p.47・49 

 

８： 【○】 正しい。経営者により監査の妨害を受けている状況において，それを受け入れているのは，

他者の影響力を受けていると言え，精神的独立性が欠如している状況である。よって，本肢

の状況は，精神的独立性の欠如が直接的に認められる状況となる。令和５年第Ⅱ回本試験 上

巻p.47 

 

９： 【○】 正しい。一部の費用を次年度に繰り延べることを認めるのは，他者の影響力を受けており、

意図的に虚偽表示を看過することであるため，本肢の状況は，精神的独立性の欠如が直接的

に認められる状況となる。令和５年第Ⅱ回本試験 上巻p.47 

 

10： 【×】 監査人が有してはならない外観的独立性を損なう利害関係は、公認会計士法などにより具

体的に規定されている。しかし、監査人が有すべき精神的独立性（公正不偏の態度）の保持

を求める法令上の規定はなく、具体的な判断基準に関しても法令上は規定されていないため、

誤りである。なお、精神的独立性の保持を求める法令以外の規定（監査基準等）は存在する。

（公認会計士法第24条参考）令和２年第Ⅱ回本試験 

 

11： 【×】 監査人は、独立性を保持することにより、誠実に行動し、職業的懐疑心を保持することが

できる。よって、前半は正しいが後半が誤りである。（監基報200Ａ15項）令和６年第Ⅱ回本

試験 上巻p.48 
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・ 職業的専門家としての正当な注意及び職業的懐疑心 

Ａ １ 監査人は、職業的専門家としての正当な注意を払い、懐疑心を保持して監査を行わなければなら

ない。 

 

Ａ ２ 正当な注意の内容は固定的なものであり、状況に応じて異なるものではない。 

 

Ａ ３ 正当な注意として求められる水準は、監査業務に従事する監査人として当然に払うべき注意の水

準であって、職業的専門家がその職業や社会的地位等に鑑みて、通常、期待されるものである。 

 

Ａ ４ 監査人が、誤った意見を表明した際に責任を負うのは、故意に誤った意見を表明した場合及びそ

の業務に過失がある場合である。 

 

Ａ ５ 正当な注意は、監査人が虚偽の監査証明を行ったときに、監査人の故意又は過失の有無を判断す

るという側面がある。 

 

 

Ａ ６ 抽象的な正当な注意を具体化したものが一般に公正妥当と認められる監査の基準である。 

 

Ａ ７ 正当な注意の具体的内容は、企業会計審議会が公表する「監査基準」や日本公認会計士協会が公

表する「監査基準報告書」などの実務指針において規定されている。 

 

Ａ ８ 懐疑心とは、誤謬又は不正による虚偽表示の可能性を示す状態に常に注意し、監査証拠を鵜呑み

にせず、批判的に評価する姿勢をいう。また、懐疑心の考え方は、経営者が誠実であるとも不誠実

であるとも想定しないというという中立的な観点である。 

 

Ａ ９ 現在の職業的懐疑心の考え方は、監査を行うに際して経営者が誠実でないと想定している。その

ため、監査人が行った質問に経営者が誠実に対応したとしても、監査人は、財務諸表の重要な虚偽

表示の可能性がありうることを認識し、監査手続を慎重に実施する姿勢で臨むことが求められる。 

 

Ａ 10 金融商品取引法監査を前提とした場合、投資者が、財務計算に関する書類について重要な事項に

ついて虚偽の記載があることを知らず、これにより投資意思決定を誤って損害を被った場合、当該

財務計算に関する書類を監査した公認会計士又は監査法人は、その虚偽の記載を看過したことにつ

き、自ら故意又は過失がなかったことを証明しない限り、当該投資者に対して、その損害を賠償す

る責任を負う。 
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Personal-Date-Check 

・ 職業的専門家としての正当な注意及び職業的懐疑心 

１： 【○】 正しい。（一般基準３）上巻p.49 

 

 

２： 【×】 正当な注意の内容は固定的なものではなく、状況に応じて異なるものである。上巻p.49 

 

３： 【○】 正しい。正当な注意は、社会的役割期待の反映と言われている。令和２年第Ⅱ回本試験  上

巻p.49 

 

４： 【○】 正しい。上巻p.50 

 

 

５： 【×】 故意又は過失の有無 → 過失の有無 

正当な注意を払ったか否かは、過失責任の有無を決定するのであって、故意か否かは、精

神的独立性（公正不偏の態度）を保持したか否かの問題である。 上巻p.50 

 

６： 【○】 正しい。上巻p.50 

 

７： 【○】 正しい。上巻p.50 

 

 

８： 【○】 正しい。上巻p.52 

 

 

 

９： 【×】 現在の職業的懐疑心の考え方は、監査を行うに際し、経営者が誠実であるとも不誠実であ

るとも想定していない。（監査における不正リスク対応基準の設定について二４（２））令

和３年本試験 上巻p.52 

 

10： 【○】 正しい。（金融商品取引法第21条第１項第３号、第22条、第24条の４）令和４年第Ⅱ回本

試験改題  上巻p.51 
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Ａ 11 監査人は、職業的専門家としての過去の経験に基づいて、取締役や監査役は信頼できると認識し

た場合、監査の効率的な実施の観点から、職業的懐疑心を保持する必要性を軽減できる。 

 

 

Ａ 12 監査人は、財務諸表において重要な虚偽表示となる状況が存在する可能性のあることを認識し、

監査計画の策定から、その実施、監査証拠の評価、意見の形成に至るまで、職業的懐疑心を保持し

なければならない。 

 

Ａ 13 職業的懐疑心は、監査証拠を批判的に評価するために必要である。これは、監査証拠の矛盾や、

記録や証憑書類の信頼性、又は経営者や監査役等から入手した質問への回答又はその他の情報の信

頼性について、疑念を抱くことを含む。 

 

Ａ 14 職業的懐疑心は、監査を行うに際して経営者が不誠実であるとは想定しないが、監査証拠の評価

は批判的に行う姿勢をいう。 

 

Ａ 15 職業的懐疑心は、誤謬又は不正による虚偽表示の可能性を示す状態に常に注意し、監査証拠を鵜

呑みにせず、批判的に評価する姿勢をいい、経営者に対しては不誠実であるとの前提を置くことで

ある。 

 

 

 

Ａ 16 監査人が、記録や証憑書類の真正性に疑いを抱く理由がない場合であっても、記録や証憑書類の

真正なものとして受け入れてはならない。 

 

Ａ 17 監査人は、真正なものとして受け入れた記録や証憑書類を監査証拠として利用する場合には、そ

の信頼性を検討しなければならない。 

 

Ｂ 18 監査人は、記録や証憑書類を真正なものとして受け入れることができるとされているが、監査の

過程で真正性に疑いを抱いた場合には、それらを鑑定する技能を有する専門家を利用することがで

きる。 
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Personal-Date-Check 

11： 【×】 監査人が、過去の経験に基づいて、経営者、取締役等及び監査役等は信頼が置ける、又は

誠実であると認識していたとしても、それによって職業的懐疑心を保持する必要性が軽減さ

れるわけではない。（監基報200Ａ21項）令和３年本試験 上巻p.52 

 

12： 【○】 正しい。（監査基準の改訂について（平成14年）三２（３））令和３年第Ⅰ回本試験 上

巻p.52 

 

 

13： 【○】 正しい。（監基報200Ａ19項） 上巻p.52 

 

 

 

14： 【○】 正しい。（監査における不正リスク対応基準の設定について二４（２））平成29年第Ⅱ回

本試験 上巻p.52 

 

15： 【×】 職業的懐疑心の考え方は、監査を行うに際し、経営者が誠実であるとも不誠実であるとも

想定しないという中立的な観点である。よって、本肢後半の「経営者に対しては不誠実であ

るとの前提を置くことである」の部分が誤りである。なお、前半部分は正しい。（監査にお

ける不正リスク対応基準の設定について二４（２）、監基報200第12項（11））令和２年第Ⅱ

回本試験 上巻p.52 

 

16： 【×】 監査人は、記録や証憑書類の真正性に疑いを抱く理由がある場合を除いて、通常、記録や

証憑書類を真正なものとして受け入れることができる。（監基報200Ａ20項）上巻p.52 

 

17： 【○】  正しい。（監基報200Ａ20項）令和２年第Ⅱ回本試験 上巻p.52 

 

 

18： 【○】  正しい。（監基報 240 第 12 項、Ａ８項）令和６年第Ⅱ回本試験 
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Ａ 19 監査人は、一般に公正妥当な監査の基準に準拠して、全体としての財務諸表に重要な虚偽表示が

ないことについての合理的な保証を得たが、重要な虚偽表示が事後的に発見された場合には、一般

に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査が実施されなかったとみなされる。 

 

 

 

 

Ａ 20 監査人に求められる職業的懐疑心の保持は、正当な注意義務に含まれるものであり、監査人が職

業的懐疑心を常に保持して監査を行うことが、重要な虚偽の表示の指摘につながることを特に強調

するために、監査基準では正当な注意とともに列記されている。 

 

Ａ 21 監査人による職業的懐疑心の保持や発揮が適切であったか否かは、具体的な状況において監査人

が行った監査手続の内容で判断される。 

 

Ａ 22 監査人が金融商品取引法上の監査又は会社法上の会計監査人監査を実施する場合，監査基準や日

本公認会計士協会の実務指針が，その任務の内容や正当な注意の水準を画するものとなる。 

 

 

 

 

Ａ 23 監査人に求められる職業的懐疑心は、現在特に重視されており、監査人は、財務諸表監査を行う

に際し、経営者が誠実であるという想定は認められず、経営者は不誠実であるという想定をして監

査を行う場合がある。 

 

Ｂ 24 監査において、職業的懐疑心を保持することは、実施する監査手続の種類、時期及び範囲の決定

並びにその結果の評価において不適切な仮定を使用するリスクを抑えることに役立つ。 

 

 

Ｂ 25 監査人に求められる職業的専門家としての正当な注意は，監査基準の設定当初は規定されていな

かったが，その後，監査基準の改訂に伴って正当な注意が規定された。 

 

Ｂ 26 監査人は、監査の過程を通じて職業的懐疑心を保持することにより、監査手続の結果について十

分な検討をせずに一般論に基づいて結論を導いてしまうリスクを抑えることができる。 
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Personal-Date-Check 

19： 【×】 財務諸表の重要な虚偽表示が事後的に発見された場合でも、そのこと自体が、一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して監査が実施されなかったことを示すものではな

い。監査が一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施されたかどうかは、監

査人の総括的な目的に照らして、状況に応じて実施された監査手続、その結果得られた監

査証拠の十分性と適切性、及びその監査証拠の評価に基づいた監査報告書の適切性によっ

て判断される。（監基報 200Ａ51 項）平成 31 年第Ⅱ回本試験 上巻 p.50 

 

20： 【○】 正しい。（一般基準３、監査基準の改訂について（平成 14 年）三２（３））平成 30 年第Ⅰ

回本試験 上巻 p.49、52 

 

 

21： 【○】 正しい。（監査における不正リスク対応基準の設定について二４（２））平成 31 年第Ⅰ回本

試験 上巻 p.49、50 

 

22： 【○】 正しい。監査基準や日本公認会計士協会の実務指針により構成される一般に公正妥当と認

められる監査の基準には，監査人が監査において実施すべき任務の内容や払うべき正当な注

意が含まれている。よって，監査人が金融商品取引法監査又は会社法会計監査人監査を実施

する場合，監査基準や日本公認会計士協会の実務指針が，その任務の内容や正当な注意の水

準を画するものとなる。令和６年第Ⅰ回本試験 上巻p.50 

 

23： 【×】 監査人に求められる職業的懐疑心は、監査を行うに際し、経営者が誠実であるとも不誠実

であるとも想定しないという中立的な観点に基づくものである。（監査における不正リスク

対応基準の設定について二４（２））平成31年第Ⅰ回本試験 上巻p.52 

 

24： 【○】 正しい。本肢のリスクの他に、通例でない状況を見落とすリスク、監査手続の結果につい

て十分な検討をせずに一般論に基づいて結論を導いてしまうリスクを抑えることにも役立

つ。（監基報200Ａ18項）令和３年本試験 

 

25： 【×】 監査人に求められる職業的専門家としての正当な注意は，監査基準の設定当初から規定さ

れている。令和６年第Ⅰ回本試験 

 

26： 【○】 正しい。（監基報200Ａ18項）令和６年第Ⅱ回本試験 
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